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１．はじめに

（１）財務書類作成の経緯

　地方公共団体の公会計の整備については、平成１８年の総務省通知により、その推進の方向性が示され、通知に基づき地方
公共団体において財務書類が作成され、当市においては平成２０年度決算から財務４表を作成しております。
　その一方、作成方法が複数あることから、地方公共団体間の比較が難しい等の課題もありました。このため、平成２７年「統
一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」等により、平成２９年度までに一部事務組合も含め、全て
の地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類に移行することとなりました。
  当市においては、平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成しており、「一般会計等」ベース、それに特別会
計や企業会計を合わせた「全体会計」ベースに加え、一部事務組合や第三セクターなど当市の財政に影響する関係団体を含
めた「連結会計」ベースの３つの区分ごとに作成しています。

（３）財務書類作成の基本的前提

　１．財務書類の作成方法
　　　　　　「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年８月改訂）」に基づく「統一的な基準」に準拠

　２．対象会計範囲
　　　　　　一般会計等（普通会計）財務４表・・・一般会計・霊園会計
　　　　　　全体財務４表・・・一般会計等（普通会計）・公営事業会計（企業会計・その他）
　　　　　　連結財務４表・・・一般会計等（普通会計）・公営事業会計（企業会計・その他）・一部事務組合・広域連合・
　　　　　　　　　　　　　　　   　 地方三公社・第三セクター（市の出資法人（出資25％以上））
　３．対象年度
　　　　　　令和３年度（基準日：令和４年３月３１日）
　　　　　　ただし、出納整理期間における入出金は、基準日までに終了したものとして処理

（２）当市における財務書類の作成方法

　　　　　平成２０年度決算　　：「総務省改訂モデル」（導入のしやすさ、低廉な作成コスト）

　　　　　平成２１年度決算　　：　基準モデル移行に向けた固定資産台帳整備・開始時貸借対照表の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「基準モデル（簡便法）」　（企業会計の考えを取り入れた基準モデルに準じた方法）

　　　　　平成２２年度決算～平成２７年度決算
　　　　　　　　　　　　　　  　　　：「基準モデル」（財務会計システムと連動した公会計システムの導入による市全体会計財務書類の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び連結の迅速化）

　　　　　平成２８年度決算～ ：「統一的な基準」（財務会計システムと連動した統一的な基準に準拠したシステムの導入）
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※統一的な基準による地方公会計マニュアル（総務省）より

茨城地方広域環境事務組合

※令和2年度をもって国民健康保険特別会計（診療施設勘定白河診療所）は廃止、茨城美野里環境組合は解散しています。令和３年度に決算剰余金等を一般会計で受け
入れているため、財務書類の連結団体に含めています。

一部事務組合
広域連合

その他

第三セクター

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

湖北水道企業団水道事業会計

戸別浄化槽事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

国民健康保険特別会計（事業勘定）

小美玉市全体

一般会計

霊園事業特別会計

水道事業会計

介護保険特別会計（事業勘定）

企業会計

国民健康保険特別会計（診療施設勘定白河診療所）　※

２．小美玉市連結団体について

　自治体ごとに各会計の範囲が異なるため、自治体間の比較や分析をするためには地方財政統計上「一般会計等（普通
会計）」を用いることが一般的です。公会計財務書類においては、この一般会計等に加え、公営事業会計（水道事業・国民
健康保険事業・下水道事業等）や出資法人を一つの行政サービス実施主体とみなすと、全体として２４会計あります。

≪会計の区分≫

・一部事務組合及び広域連合は、複数の団体が加入しているため、それぞれの団体が一部ずつ連結(比例連結)することとなりますが、各団体
が連結する割合は、原則として経費負担割合とされています。
・第三セクターについては、出資比率が２５％以上の団体について全部連結しています。

茨城県後期高齢者医療広域連合

地方三公社 小美玉市土地開発公社

霞台厚生施設組合

（株）小美玉ふるさと食品公社（出資比率２９.５％）

後期高齢者医療保険特別会計

一般会計等（普通会計）

３．財務書類４表の相互関係

（財）小美玉農業公社（出資比率８３．３％）

石岡地方斎場組合

茨城県市町村総合事務組合（普通会計）

茨城美野里環境組合　※

湖北環境衛生組合

茨城県市町村総合事務組合（事業会計）

茨城租税債権管理機構

連結会計
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

固定資産 66,758 105,118 111,686 固定負債 29,286 58,369 58,964
有形固定資産 61,529 97,582 104,116 地方債 26,080 42,076 42,333

事業用資産 30,457 30,457 35,671 長期未払金 - - -

土地 7,967 7,967 8,236 退職手当引当金 3,204 3,322 3,413

建物 44,968 44,968 51,047 損失補償等引当金 - - -

建物減価償却累計額 △ 25,345 △ 25,345 △ 26,597 その他 3 12,971 13,218

工作物 1,809 1,809 2,368  流動負債 2,873 3,999 4,115
工作物減価償却累計額 △ 428 △ 428 △ 927 １年内償還予定地方債 2,537 3,511 3,536

その他 - - - 未払金 - 83 160

その他減価償却累計額 - - - 未払費用 - - -

建設仮勘定 1,487 1,487 1,544 前受金 - - 1

インフラ資産 30,837 66,212 67,331 前受収益 - - -

土地 3,710 3,981 4,045 賞与等引当金 277 305 310

建物 1,864 2,145 2,280 預り金 59 97 99

建物減価償却累計額 △ 123 △ 233 △ 322 その他 - 2 9

工作物 51,966 98,487 100,602 32,159 62,368 63,079

工作物減価償却累計額 △ 26,674 △ 38,269 △ 39,384

建設仮勘定 94 101 110 固定資産等形成分 71,587 110,166 116,863

物品 1,414 2,244 5,286 余剰分（不足分） △ 30,808 △ 59,445 △ 59,484

物品減価償却累計額 △ 1,178 △ 1,331 △ 4,172 他団体出資等分 - - -

無形固定資産（ソフトウェア等） - 1,387 1,387

投資その他の資産 5,229 6,149 6,182

投資及び出資金 230 230 104

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 140 284 286

長期貸付金 5 5 5

基金（特定目的基金） 4,878 5,689 5,840

その他 - - 7

徴収不能引当金 △ 24 △ 59 △ 60

流動資産 6,181 7,971 8,772
現金預金（期末資金残高+歳計外現金） 1,279 2,474 3,064

未収金 73 419 467

短期貸付金 1 1 1

基金 4,828 5,047 5,176

財政調整基金 2,999 2,999 3,128

減債基金 1,830 2,049 2,049

棚卸資産 - 12 44

その他 - 21 24

徴収不能引当金 - △ 3 △ 3

繰延資産 - - - 40,780 50,721 57,379

72,939 113,089 120,458 72,939 113,089 120,458
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

≪主な用語の説明≫

【資産の部】

【賞与等引当金】翌期6月支払い見込みのうち当期負担分（12月～3月）の額

資産合計

【長期延滞債権】過年度分の税等未収金【未収金】現年度分の税等未収金

【インフラ資産】道路、公園、上下水道、防火水槽等

４－（１）貸借対照表（令和4年3月31日現在）

・貸借対照表は、基準日時点における市の財政状態（資産・負債・純資産の残高）を明らかにするものです。
・１年間の資産や負債の変動ではなく、基準日までに市が積み上げてきた額について、過去の世代が形成してきた資産と将来世代が負担することと
なる負債を表します。また、固定・流動の別は、1年基準（債権・債務が翌年度内のものか、それ以降のものか）に基づき区分しています。

【負債の部】
科　　目

負債・純資産合計

科　　目

【事業用資産】庁舎、学校、公民館、文化センター、市営住宅等

負債合計

【地方債】地方債残高のうち償還期限が翌年度以降のもの

【投資及び出資金】有価証券や出資金

【徴収不能引当金】長期延滞債権または未収金にかかる不納欠損見込み額

【純資産の部】

【退職手当引当金】職員全員が期末自己都合により退職した場合の要支給額

純資産合計

【預り金】歳計外現金のうち職員給与に係る源泉所得税や契約保証金等
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（単位：百万円）

R2期末 R3期末 比較 R2期末 R3期末 比較

固定資産 64,595 66,758 2,163 固定負債 29,018 29,286 268
有形固定資産 60,574 61,529 955 地方債 25,988 26,080 92

事業用資産 29,351 30,457 1,106 長期未払金 - - -

土地 7,757 7,967 210 退職手当引当金 3,028 3,204 176

建物 43,808 44,968 1,160 損失補償等引当金 - - -

建物減価償却累計額 △ 26,175 △ 25,345 830 その他 3 3 0

工作物 1,457 1,809 352  流動負債 2,747 2,873 126
工作物減価償却累計額 △ 331 △ 428 △ 97 １年内償還予定地方債 2,359 2,537 178

その他 - - - 未払金 - - -

その他減価償却累計額 - - - 未払費用 - - -

建設仮勘定 2,835 1,487 △ 1,348 前受金 - - -

インフラ資産 30,926 30,837 △ 89 前受収益 - - -

土地 3,601 3,710 109 賞与等引当金 313 277 △ 36

建物 1,864 1,864 0 預り金 75 59 △ 16

建物減価償却累計額 △ 61 △ 123 △ 62 その他 - - -

工作物 51,015 51,966 951 31,765 32,159 394

工作物減価償却累計額 △ 25,501 △ 26,674 △ 1,173

建設仮勘定 9 94 85 固定資産等形成分 69,167 71,587 2,420

物品 1,358 1,414 56 余剰分（不足分） △ 30,775 △ 30,808 △ 33

物品減価償却累計額 △ 1,059 △ 1,178 △ 119 他団体出資等分 - - -

無形固定資産（ソフトウェア） 4 - △4

投資その他の資産 4,017 5,229 1,212

投資及び出資金 240 230 △ 10

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 144 140 △ 4

長期貸付金 6 5 △ 1

基金（特定目的基金） 3,657 4,878 1,221

その他 - - -

徴収不能引当金 △ 31 △ 24 7

流動資産 5,562 6,181 619
現金預金（期末資金残高+歳計外現金） 907 1,279 372

未収金 83 73 △ 10

短期貸付金 2 1 △ 1

基金 4,570 4,828 258

財政調整基金 2,872 2,999 127

減債基金 1,698 1,830 132

棚卸資産 - - -

その他 - - -

徴収不能引当金 - - -

繰延資産 - - - 38,393 40,780 2,387

70,158 72,939 2,781 70,158 72,939 2,781
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

≪主な増減理由≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ｶｯｺ内数値は増減額（百万円）

【純資産の部】

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

【物品】道路維持補修車（+4）、救急用具（+7）、公共用バス（+9）

【事業用建物】玉里学園義務教育学校校舎（+2,504）、学校施設解体（△1,780）

【インフラ土地】一般市道用地（+47）防衛交付金道路用地（+59） 【地方債】【1年内償還予定地方債】R3発行額2,599、償還額2,330

【事業用建設仮勘定】小川北義務教育学校（+1,023）玉里学園供用開始（△2,525）

【事業用工作物】玉里学園義務教育学校駐車場・外構（+167）、公園遊具設置工事（+63）

【インフラ工作物】特定・広域幹線道路（+305)、防衛交付金道路（+141）

【インフラ建設仮勘定】防衛交付金道路（+52）、一般市道（+40）、耐震性貯水槽（+2）

貸借対照表の経年変化

・経年変化をみることで、１年間で資産や負債がどのような要因で増減したかがわかります。ここでは、一般会計等（普通会計）について比較していま
す。

科　　目 科　　目
【資産の部】

負債合計

【負債の部】
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結 主な内容

経常費用 21,873 31,493 37,350

業務費用 11,949 14,629 16,728

人件費 4,385 4,782 4,923

職員給与費 3,779 4,125 4,218 全体会計501名

賞与等引当金繰入額 - 12 17

退職手当引当金繰入額 176 192 230

その他 429 453 459
議員報酬83、委員報酬67、
会計年度任用職員報酬275

物件費 7,312 9,189 10,851

物件費 4,834 5,430 5,988 保育委託事業870、学校給食材料費186

維持補修費 313 371 397 道路・河川211、上下水道等27、学校施設26

減価償却費 2,166 3,388 4,252
上下水道等992、みの～れ52、そらら41、羽鳥
駅橋上駅舎広場126

その他 - - 214 ふるさと食品公社売上原価214

その他の業務費用 252 658 954

支払利息 110 378 382
一般110、下水道関連143、上水道（市・湖北水
道）90

徴収不能引当金繰入額 17 55 55

その他 126 225 517 国県返納金156、過誤納還付・加算金24

移転費用 9,924 16,864 20,622

補助金等 3,302 12,361 16,116
地域医療存続交付金260、後期高齢者療養給
付費422、国民健康保険療養給付費2,892

社会保障給付 4,462 4,463 4,463 障害者福祉扶助費1,219、生活保護扶助費834

他会計への繰出金 2,126 - -

その他 33 40 43 物件・電柱・立木等移転補償費29

経常収益 883 1,960 2,458

使用料及び手数料 165 1,202 1,510 下水道291、上水道（市・湖北水道）887

その他 718 758 948 学校給食費140、延滞金41

20,990 29,533 34,892

臨時損失 677 698 703
災害復旧事業費 - - -

資産除売却損 677 696 701

投資損失引当金繰入額 - - -

損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 - 2 2

臨時利益 805 805 806
資産売却益 13 13 13 旧橘小跡地売却7、公有財産売却6

その他 792 792 793 旧橘小建物等移転補償料792

20,861 29,425 34,789
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

【賞与等引当金繰入額・退職手当引当金繰入額・徴収不能引当金繰入額】貸借対照表で対応する各種引当金を計上するために発生した費用

【職員給与費】職員等に支払われた給与、手当等　【物件費】職員旅費、委託料、消耗品費など消費的性質の経費

【維持補修費】資産の機能維持のための修繕費　　【減価償却費】一定の耐用年数に基づき計算された期間中の資産価値減少の金額

【補助金等】各種保険給付費、他団体への補助金、一部事務組合等への負担金、交付金等　【社会保障給付】医療福祉費や生活保護費などの扶助費

【使用料及び手数料】公共施設使用料、市営住宅使用料、上下水道使用料、証明書発行手数料等

【資産除売却損】除却した資産の除却時の帳簿価格、資産売却による収入が帳簿価格を下回る場合の差額、資産除却にかかる解体費用

【資産売却益】資産の売却による収入が帳簿価格を上回る場合の差額

４－（２）行政コスト計算書（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

≪主な用語の説明≫

科　　目

純行政コスト

純経常行政コスト

・行政コスト計算書は、職員給与や庁舎等維持管理費のほか、社会保障給付や保健衛生費、地方債償還の支払利息など資産形成につながらない行
　政サービスの提供に要したコストを性質別に表したものです。
・発生主義に基づく減価償却費や各種引当金繰入額等を計上することで、歳入歳出決算書では見えにくい、行政サービスの費用と収益の情報を集約
　しています。なお、ここでの収益は使用料など対価性のある収入で、税収など直接対価性のない収入は純資産変動計算書に計上されます。

学校施設等除却時簿価151、学校等解体工事
費用522
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体
出資等分

38,393 69,167 △ 30,775 47,986 107,867 △ 59,881 54,794 114,592 △ 59,798 -

純行政コスト（△） △ 20,861 △ 20,861 △ 29,425 △ 29,425 △ 34,789 △ 34,789 -

財源 23,048 23,048 31,738 31,738 36,074 36,074 -

税収等 14,535 14,535 18,047 18,047 20,152 20,152 -

国県等補助金 8,514 8,514 13,691 13,691 15,922 15,922 -

2,187 2,187 2,313 2,313 1,284 1,284 -

固定資産等の変動（内部変動） 2,228 △ 2,228 2,148 △ 2,148 1,386 △ 1,386

有形固定資産等の増加 3,134 △ 3,134 4,170 △ 4,170 4,322 △ 4,322

有形固定資産等の減少 △ 2,369 2,369 △ 3,610 3,610 △ 4,478 4,478

貸付金・基金等の増加 1,933 △ 1,933 2,108 △ 2,108 2,164 △ 2,164

貸付金・基金等の減少 △ 469 469 △ 519 519 △ 622 622

資産評価差額 - - - - - -

無償所管換等 186 186 175 175 466 466

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 14 6 8 247 △ 24 271 835 419 416

2,387 2,420 △ 33 2,735 2,299 436 2,585 2,271 314 -

40,780 71,587 △ 30,808 50,721 110,166 △ 59,445 57,379 116,863 △ 59,484 -

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

≪主な用語の説明≫

【純行政コスト（△）】行政コスト計算書で計算された行政サービスにおける財源不足額

【財源】市税、地方譲与税、地方交付税等の税収、国県等補助金等（貸借対照表の地方債や行政コスト計算書で計上された財源以外のもの）

【余剰分（不足分）】　原則，固定資産等形成分と正負逆の数値

【資産評価差額・無償所管換等】　有価証券等の評価替えによる評価差額、固定資産の無償譲渡による評価額等

４－（３）　純資産変動計算書（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

・純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」に計上されている数値の期間中の内部変動を表したものです。
・行政コスト計算書で計算された純行政コストを税収や国県等補助金で賄ったことを示すとともに、純資産の変動から固定資産（建設投資や貸付金、基金等）
　等の増減状況を把握することができます。

連結全体一般会計等（普通会計）

科　　目

【固定資産等形成分】金銭以外の形態（固定資産等）に充当し蓄積した資源

【その他】過年度修正等

【固定資産等の変動（内部変動）】有形固定資産等（建設投資や減価償却、除却）の増減や貸付金・基金等の増減

合計合計合計

本年度末純資産残高

　本年度純資産変動額

　本年度差額

前年度末純資産残高
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結
【業務活動収支】

業務支出 19,514 27,877 32,827

業務費用支出 9,624 11,043 12,235

人件費支出 4,209 4,590 4,695

物件費等支出 5,164 5,834 6,626

支払利息支出 110 378 382

その他の支出 141 240 532

移転費用支出 9,890 16,834 20,592

補助金等支出 3,302 12,361 16,116

社会保障給付支出 4,462 4,463 4,463

他会計への繰出支出 2,126 - -

その他の支出 - 9 12

業務収入 22,481 32,062 36,646

税収等収入 14,530 17,968 19,828

国県等補助金収入 7,108 12,158 14,392

使用料及び手数料収入 162 1,198 1,503

その他の収入 681 738 923

臨時支出 523 524 524

災害復旧事業費支出 - - -

その他の支出 523 524 524

臨時収入 792 792 792

3,237 4,453 4,088
【投資活動収支】

投資活動支出 5,067 6,256 6,463

公共施設等整備費支出 3,134 4,149 4,300

基金積立金支出 1,917 2,091 2,146

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 17 17 17

その他の支出 - - -

投資活動収入 1,947 2,345 2,515

国県等補助金収入 1,406 1,694 1,694

基金取崩収入 452 502 604

貸付金元金回収収入 18 18 18

資産売却収入 62 62 63

その他の収入 10 70 137

△ 3,120 △ 3,911 △ 3,948
【財務活動収支】

財務活動支出 2,330 3,273 3,319

地方債等償還支出 2,330 3,273 3,299

その他の支出 - - 20

財務活動収入 2,599 3,355 3,387

地方債等発行収入 2,599 3,291 3,318

その他の収入 - 64 69

270 82 68
387 624 208

833 1,790 2,710

- - 86

1,219 2,414 3,003

75 75 76

△ 15 △ 15 △ 15

59 59 61

1,279 2,474 3,064

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

本年度資金収支額

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

・資金収支計算書は、市の1年間の資金の動きを明らかにするものです。
・業務活動収支（行政サービスや税収等により毎年継続的に発生する支出と収入）、投資活動収支（投資的事業に係る臨時に
　発生する支出と収入）、財務活動収支（地方債の償還や発行に伴い発生する支出と収入）の３区分により表示します。

４－（４）資金収支計算書（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

業務活動収支

科　　目

投資活動収支

本年度末現金預金残高
本年度末歳計外現金残高

本年度末歳計外現金増減額

前年度末歳計外現金残高

財務活動収支
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５．財務書類の分析

①住民一人当たり資産額　　　1.5百万円／人　　　　　　　　　　　※令和3年度人口は、1月1日時点における住民基本台帳人口としています。

【BS】資産合計／住民基本台帳人口　　　　　　　　　　

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資産合計（百万円） 67,331 70,158 72,939

人口（人） 50,807 50,250 49,445

小美玉市値（百万円/人） 1.3 1.4 1.5

類似団体平均値（百万円/人） 2.1 2.5

②歳入額対資産比率　　　2.55年

これまでの取得資産が歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ることができます。

【BS】資産合計／【CF】歳入総額（業務収入+臨時収入+投資活動収入+財務活動収入+前年度末資金残高）

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資産合計（百万円） 67,331 70,158 72,939

歳入総額（百万円） 26,056 33,591 28,652

小美玉市値（年） 2.58 2.09 2.55

類似団体平均値（年） 3.95 3.15

③有形固定資産減価償却率　　 52.9％

償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合で、耐用年数をどの程度経過したかを示します。

【BS】減価償却累計額／【BS】有形固定資産（有形固定資産合計-土地等の非償却資産+建物・工作物減価償却累計額）

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

減価償却累計額（百万円） 50,108 52,068 52,570

有形固定資産（百万円） 95,140 98,141 99,427

小美玉市値（％） 52.7 53.1 52.9

類似団体平均値（％） 60.7 63.4

①純資産比率　　　55.9％

地方債発行を通じて将来世代と現世代間の負担配分を行ってきた結果、返済義務のない純資産の割合を示します。

【BS】純資産合計／【BS】資産合計

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

純資産（百万円） 36,503 38,393 40,780

資産合計（百万円） 67,331 70,158 72,939

小美玉市値（％） 54.2 54.7 55.9

類似団体平均値（％） 72.2 70.3

②将来世代負担比率（社会資本等形成の世代間負担比率）　　　29.8％

【BS】地方債残高（地方債+１年以内償還予定地方債-臨時財政対策債等）／【BS】有形・無形固定資産合計

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

地方債残高（百万円） 16,697 18,111 18,336

有形・無形固定資産合計（百万円） 57,507 60,578 61,529

小美玉市値（％） 29.0 29.9 29.8

類似団体平均値（％） 17.7 20.5

　財務書類の分析については、住民のニーズ等を５つの視点に分類し、これに関連する各指標から市の現状を読み取ることができ
ます。また、より当市の財政状況や傾向を読み取るため、総務省から示されている一般会計等ベースの類似団体平均と比較してい
ます。

Ⅰ．資産形成度　～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～

Ⅱ．世代間公平性　～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～

将来の償還が必要な負債（財源不足を補う臨時財政対策債等を除く）による社会資本の形成割合（将来世代の負担の比重）を示し
ます。
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①住民一人当たり負債額　　　65万円／人　

【BS】負債合計／住民基本台帳人口

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

負債合計（百万円） 30,828 31,765 32,159

人口（人） 50,807 50,250 49,445

小美玉市値（百万円/人） 0.61 0.63 0.65

類似団体平均値（百万円/人） 0.59 0.75

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）　　　1,692百万円

【CF】業務活動収支（支払利息除く）+【CF】投資活動収支（基金積立金及び基金取崩除く）

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

業務活動収支（百万円） 2,228 1,933 3,347

投資活動収支（百万円） △ 2,827 △ 3,031 △ 1,655

小美玉市値（百万円） △ 599 △ 1,098 1,692

類似団体平均値（百万円） 115.8 139.7

①住民一人当たり行政コスト　　　42万円／人

【PL】純行政コスト／住民基本台帳人口

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

純行政コスト（百万円） 18,994 26,087 20,861

人口（人） 50,807 50,250 49,445

小美玉市値（百万円/人） 0.37 0.52 0.42

類似団体平均値（百万円/人） 0.44 0.66

①受益者負担割合　　　4.0％

経常費用（行政サービス（建設投資を除く））に対する経常収益（使用料・手数料等の受益者負担）の割合を示します。

【PL】経常収益／【PL】経常費用

　 令和元年度 令和2年度 令和3年度

経常収益（百万円） 921 665 883

経常費用（百万円） 19,913 26,752 21,873

小美玉市値（％） 4.6 2.5 4.0

類似団体平均値（％） 4.0 3.4

Ⅲ．持続可能性（健全性）　～財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）～

Ⅳ．効率性　～行政サービスは効率的に提供されているか～

Ⅴ．自立性　～歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）～

資金収支計算書上の地方債等の発行収入及び元利償還額を除いた、業務活動収支（支払利息除く）と投資活動収支（基金積立金
及び基金取崩除く）のバランスを示します。
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